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研究成果の概要（和文）：ロシア・中国・インドの３つの地域大国の比較経済研究を通じて、次

のことを明らかにした。第１に３国の経済改革を促した条件には共通性があること、第２にそ

の後の改革の過程は区々であったこと、第３に現在３国が直面する課題には共通性があること。

現在直面する課題とは、国内産業の生産性向上と社会的格差の縮小である。 

 
研究成果の概要（英文）：We found out the following points by comparative study of the 

economies of Russia, China and India: The three countries had common conditions that 

urged economic reforms of them; The actual process of the reforms have been, however, 

different from each other; The problems facing them today have common features. The 

problems today are how to improve the productivity of domestic industries and how to 

reduce the social disparity of the three countries. 
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１．研究開始当初の背景 

(1) 本研究の背景にはいわゆる BRICs の世
界経済における台頭がある。BRICs 諸国の台
頭は、世界経済のグローバル化の結果であり、
また促進要因であるとともに、他方で、その
撹乱要因でもある。というのも、経済グロー
バル化の底流にある徹底した経済自由化と
国境の無意味化という方向性は、これら諸国
では必ずしも貫徹していないからである(特
にロシアと中国において)。 

(2) われわれは、BRICs の中でも、日本にお
ける研究の蓄積が豊富なロシア、中国、イン
ドを主要な対象としつつ、サウジアラビアな
ども視野に入れて、これらをグローバル化の
先導者であるアメリカ、EU、日本に対抗す
る「地域大国」と位置づけ、マクロ経済・国
際金融、産業構造・企業、資源と環境という
切り口からアプローチすることによってそ
の将来を展望した。 
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２．研究の目的 

(1) ロシア、中国、インドの３国が、今後、
地域経済大国としてどのようなインパクト
を世界に与えるかを展望する。 

 

(2)また、逆に、世界の政治経済の動向が、こ
れら諸国にどのような影響を与えているか
を検討する。 

 

(3) それを踏まえて、これら諸国が地域大国
としての地位を維持・発展できるかどうかの
中長期的な展望を導く。 

 

 

３．研究の方法 

(1) 経済学的方法を基本にしつつ、国際関係
論的接近法にも注意を払った。 

 

(2) マクロ統計、ミクロ統計を厳密に分析す
る実証的方法をとった。 

 

(3) さらに、統計が作られる現場に赴き、経
済実態の実感を得てから統計にあたるとい
う現場主義を貫いた。 

 

(4) グローバル化論との関連でいえば、従来、
「大国のグローバル化に翻弄される小国・発
展途上国」といった 2 項対立的な視野から問
題が論じられることが多かったのに対して、
われわれはここに「地域大国」という中間項
を挿入することによって、世界経済に対する
新たな視角を提示することを試みた。これも、
われわれの採用した方法である。 

 

(5) 最後に、われわれは研究途上で明らかに
なった成果を、仮にそれが最終的なものでは
なくとも、国際的な研究コミュニティにその
都度提示し、その批判を受けて、自らの研究
を再検討して研究を進化させるという方法
をとったことも指摘しておこう。 

 
 
４．研究成果 
(1) 本研究は、ロシア、中国、インドという
地域経済大国が、世界経済にすでに強いイン
パクトを与えていること、今後もその状況に
変わりがないことを明らかにした。これが本
研究の第１の成果である。それは、とくに外
貨準備の蓄積による国際金融に対するイン
パクトに関していえることであり、また、エ
ネルギーの市場と供給元としての複雑な関
係に関してもいえることである。 

 

(2) 本研究によって、3 国において改革を促
した状況にそれほど違いがあるわけではな
いということが分かった。社会主義的あるい
は半社会主義的制度の桎梏の中で、停滞を余

儀なくされていた経済が、グローバリゼーシ
ョンの荒波の中で、何らかの改革を開始せざ
るを得なくなったのである。 

 

(3) 改革開始後の各国の過程は、しかし、必
ずしも同一ではなかった。本研究はこの改革
過程の多様性について、従来にない新しい見
解を提示し得た。それは、工業化戦略と経済
の対外開放に関し、中国とロシアとの間に明
白な違いが認められること、インドはそのコ
ントラストの中で、どちらの場合も両国の中
間に位置づけられることである。 

 

(4) このような改革過程の相違にもかかわら
ず、今日地域大国が直面する課題は同じであ
る。その背景には、国家による経済への大き
な関与と社会的矛盾の放置の 2 点という、今
日なお 3国に共通に見られる政策と構造があ
る。われわれの研究が明らかにしたところに
よれば、この背景のもとに 3 つの地域大国が
持続的に経済発展するための前提条件は、国
内産業の生産性の上昇と社会的格差の解消
である。 

 

(5) 世界の政治経済の動向が、3 国にどのよ
うなインパクトを与えているかもわれわれ
の考察の対象だった。この点に関しては、わ
れわれは、気候変動問題およびリーマン危機
後の国際金融の状況に関して、新しい知見を
得た。すなわち、両問題に関しては、3 国は
必ずしも世界のその問題・状況に影響を与え
得る立場にないが、その受け身の行動の中に、
3 国の違いが表れていることが分かったので
ある。 

 

(6) 世界の「中枢」に対抗する発展モデルを
3 国が示しているのかどうかを調べることも、
われわれの研究課題であった。この点に関す
るわれわれの暫定的結論は、なお、3 国は新
しい発展モデルを示す段階には達していな
いというものである。 

 

(7) なお、研究過程で入手・加工したデータ
をインターネット上に蓄積した（まだ、公開
はしていない）。 
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